
2023年度 秋 要望調査票
青年海外協力隊 / 海外協力隊 / 日系社会青年海外協力隊 / 日系社会海外協力隊

要請番号（JL30623B06）

 

国名 職種コード 職種 年齢制限 活動形態 区分 派遣期間 派遣隊次

ボリビア G124 野球 20～45
歳のみ 個別 新規 2年 ・2024/2 ・2024/3 ・

2025/1

  

【配属機関概要】

1）受入省庁名（日本語）

保健・スポーツ省

2）配属機関名（日本語）

スクレ市野球・ソフトボール協会

3）任地（ チュキサカ県スクレ市 ） JICA事務所の所在地（ ラパス県ラパス市 ）

任地からJICA事務所までの交通手段、所要時間（ 飛行機+車 で 約 4.0 時間 ）

4）配属機関の規模・事業内容

配属先は、ボリビアの憲法上の首都チュキサカ県スクレ市にて野球・ソフトボールの発展・振興を目的とし、活動して
いる。同協会は同国の中でも特にスクレ市ではまだマイナースポーツである野球の普及に貢献している。また他県や市
の野球・ソフトボール協会とも協力し、全国大会等の運営にも携わり、スクレ市のチームも全国大会に出場してい
る。2023年7月現在、スクレ市内には、野球チームが3チーム、ソフトボールチームが5チームある。同協会は、JICA海
外協力隊を受け入れたことはないが、他県の同様の協会にて野球隊員2名が活動中である(2022‐1次隊、2022‐3次隊)。

【要請概要】
1）要請理由・背景

同協会は毎年複数回の全国大会に出場し、野球の発展・振興に努めているが、同国ではマイナースポーツであるため、
野球先進国の指導方法と比較すると大きなレベルの差がある。また、同協会の予算上、外部の指導者を常駐させて技術
指導を依頼することは難しい状況にあり、現地の指導者たちは自分たちの競技経験の知識のみで、ボランティアにて指
導を行っている。配属先としては、真摯に野球に取り組む選手たちの技術向上を目指しているが、指導技術が追い付か
ず、かつ技術レベルの底上げを行うには国内の人材のみでは限界があり、指導法や練習法の改善のため野球先進国であ
る日本の経験と知識を求めて本要請が出された。指導対象選手は小学生から成人までを対象としている。

2）予定されている活動内容（以下を踏まえ、隊員の経験をもとに関係者と協議して計画を立て、柔軟に内容を変更しな
がら活動を進めます）

配属先の同僚と協働し、以下の活動を行う。
1. コーチと共に選手への技術指導を行う(主に、火・木・日曜日。日曜日は試合形式)
2. コーチ達へ練習方法(トレーニングも含む)の指導・提案を行う。
3. 市内の子どもや青少年に対して、野球の普及及び健全な心身の育成を行う。
4. 国内大会及び国際大会の開催・運営を支援する。
5. ソフトボールチーム(女性チーム)の指導を行う。

3）隊員が使用する機材の機種名・型式、設備等

野球場、野球道具一式(グラブ10個、バット5本、野球ボール(大人用、子ども用)23個、ソフトボール7個)、バッティン
グゲージ

募集終了

https://www.jica.go.jp/volunteer/
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL30623B06_1.jpg?t=1697835079
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL30623B06_2.jpg?t=1697835079
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL30623B06_3.jpg?t=1697835079


4）配属先同僚及び活動対象者

配属先: 協会事務員含め、5名
コーチ 4名(内ソフトボール3名、野球1名)

活動対象者: 約200名 (7～45歳)
野球 各チーム約20名(3チーム)
ソフトボール 各チーム約18名(5チーム)
野球少年・少女のチーム

5）活動使用言語

スペイン語

6）生活使用言語

スペイン語

7）選考指定言語

スペイン語(レベル:D)又は英語(レベ
ル:D)

【資格条件等】
[免許/資格等]：（　　　　）

[性別]：（　　　　）　備考：

[学歴]：（　　　　）　備考：

[経験]：（競技経験）5年以上　備考：業務上必要不可欠

任地での乗物利用の必要性

不要

【地域概況】
[気候]：（高地地中海性気候）　気温：（5～25℃位）

[通信]：（インターネット可　　電話可）

[電気]：（安定）

[水源]：（安定）

【特記事項】

【類似職種】
・ソフトボール
※活動内容が類似している要請が含まれる職種を表示しています。職種に拘らず要請内容でもご検討ください。
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